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平成１９年５月９日 

総 務 大 臣 

 菅  義 偉  様 

 (社)日本民間放送連盟 

会 長  広 瀬 道 貞 

 

ケーブルテレビ区域外再送信に関する「大臣裁定」制度についての意見 

 

 去る３月23日に大分県のケーブルテレビ事業者４社から福岡県の民放事業者４社のデジ

タルテレビ放送の区域外再送信を求める「総務大臣の裁定」申請が行われたことを受け、

情報通信審議会において、当該放送事業者が提出した意見を踏まえた審議が行われる運び

となっております。この「大臣裁定」制度について当連盟は、地域免許制度を形骸化する

ものであるとともに、ケーブルテレビ産業の発展状況に即していないとの理由により、か

ねてから撤廃を求めておりますが、この機会に改めて下記の意見を提出いたしますので、

十分ご配慮のうえ、適切な判断を示されるよう求めるものであります。 

 

記 

１．大臣裁定制度の立法事実とケーブルテレビ産業の発展について 

・ 「有線テレビジョン放送法」は、第13条第２項で「ケーブルテレビ事業者は、放送

事業者の同意を得なければ、その放送を再送信してはならない」との趣旨を定めなが

らも、同条第３項で「ケーブルテレビ事業者は、放送事業者との同意についての協議

が調わないときは、総務大臣の裁定を申請することができる」、また、第５項で「総務

大臣は放送事業者に“正当な理由”がある場合を除き、同意をすべき旨の裁定をする

ものとする」との趣旨を定めている。 

・ この“正当な理由”の判断基準としては、同法改正により大臣裁定制度が導入され

た昭和61年（1986年）の国会審議で、次の５点が示されている。 

① 放送番組が放送事業者の意図に反して、一部カットして放送される場合 

② 放送事業者の意図に反して、番組が異時再送信される場合 

③ 再送信のチャンネルが別の番組に使われて混乱を起こす場合 

④ ケーブルテレビ事業者としての適格性に問題がある場合 

⑤ ケーブルテレビの技術レベルに問題がある場合 

・ この規定によれば、ケーブルテレビ事業者が他県の放送事業者からの再送信を求め

る大臣裁定を申請しさえすれば、ほぼ自動的に、放送事業者に対して区域外再送信へ

の同意を強制する裁定が下されることになる。仮に宮崎県あるいは鹿児島県のケーブ

ルテレビ事業者から福岡波の再送信を求める裁定申請が出されても、福岡民放事業者

に同意を強いることになりかねない。 
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・ このように、放送事業者に対して著しく不利な“非対称規制”が導入されたのは、

昭和61年当時のケーブルテレビ産業が極めて零細であった時代にその育成策と考えら

れたからである。国会での法改正に関する審議において、当時の郵政省は「実態とし

てこのＣＡＴＶというのがまだ非常に規模が小さくてとてもチャンネルプランの形骸

化というようなことになっていないし、また近い将来にもそういうことにならないと

いうふうに考えております」と答弁している。 

・ しかしながら、その後、平成５年（1993年）のケーブルテレビ事業者の地元要件撤

廃・広域事業化、平成11年（1999年）の外資規制撤廃といった規制緩和もあり、ケー

ブルテレビ産業の近年の成長ぶりは著しく、昭和61年時点の立法事実は変容したと言

わざるを得ない。平成18年（2006年）末にはケーブルテレビの加入世帯総数が2000万

世帯を超え、普及率は全世帯の40％を上回るに至った。この10年間をみても加入世帯

は5.7倍に、普及率は4.9倍に達している。平成17年度（2005年度）の営業収益は3850

億円（営業目的の事業者数311）で、大分県をはじめとして、地方民放テレビ事業者に

匹敵する収益をあげるケーブルテレビ事業者が登場している。 

・ ケーブルテレビ産業の発展に応じ、すでに著作権の分野においては、実態に即した

法改正が実施されている。文化庁・文化審議会著作権分科会は平成18年８月にとりま

とめた報告書で、「有線放送事業者は規模が小さく、基本的には地域メディアであった

が、近年、制度が見直され、有線放送事業者の地元要件の廃止や外資規制の撤廃など

規制が緩和されたこと等も背景に、都市部等において大規模な有線放送事業が展開さ

れ、サービス内容も充実しつつある」との指摘を行い、これを受けた同年12月の著作

権法改正により、これまで放送番組のケーブルテレビ再送信に対して無権利であった

実演家、レコード製作者に対し、ケーブルテレビ事業者への“報酬請求権”が付与さ

れたのである。 

・ このように“零細なケーブルテレビ産業を育成する”という必要性が薄れる半面、

地上民放テレビの一層の多局化、ＢＳ・ＣＳ放送の普及発展により、地域間の情報格

差は縮小してきている。また、ケーブルテレビが順調に発展する一方、地方民放事業

者は、地域経済の衰退や2011年のデジタル放送完全移行への大掛かりな投資のため、

その経営状態がより厳しくなっており、隣県からの区域外再送信が増えるに伴い、自

社視聴率の低下等、経営への打撃が顕著になっている。 

・ 以上のさまざまな実態からみて、法律によって放送事業者に区域外再送信への同意

を強いる大臣裁定制度の立法事実は消滅している。社会の実態に即した抜本的な見直

しが行われるべきである。 

 

２．大臣裁定制度と著作権法の不整合について 

・ 放送事業者は、全放送番組についての著作隣接権、さらに自社制作番組についての

著作権を有している（著作権法第99条および第23条）。改めて述べるまでもなく、この
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著作権法上の「許諾」権は、有線テレビジョン放送法上の再送信「同意」とは異なる

権利であり、放送事業者が仮に大臣裁定によって再送信への同意を強制されたとして

も、その放送の再送信を行おうとするケーブルテレビ事業者に対し、著作権法に基づ

く差止請求等によって再送信を阻止できる。 

・ こうした不整合が生じるのは、本来、事業者間の協議により調整すべき区域外への

再送信問題を、法に基づく強制措置によって解決しようとするためである。放送事業

者の著作権法上の権利に配慮し、これと相容れない大臣裁定制度について速やかに見

直すべきである。 

・ また、そもそも放送番組は、放送事業者以外のさまざまな著作権、著作隣接権、ス

ポーツライセンス等の権利の集合体であり、権利関係者は国内はもとより、外国にも

多数存在している。このため、放送事業者は再送信に同意する場合、ケーブルテレビ

事業者が再送信に必要な権利処理の責任を負うことを確認している。こうした権利関

係からみても、国が大臣裁定により再送信同意を強制することには大きな問題がある。 

 

３．民放事業の地域密着性について 

・ 当連盟がかねてから主張してきたとおり、大臣裁定制度は地上民放事業の根幹であ

る地域免許制度と相容れないものである。各民放事業者のエリアが県域を単位として

いるのは、地元に密着したニュース、番組やＣＭの放送に努め、地域の社会・経済の

発展に寄与するためである。ケーブルテレビによる区域外再送信が際限なく拡大され

ることは、他県への情報依存度を強めるものであり、各地域の自立という観点からみ

て好ましいものではないと考えられる。本来、ケーブルテレビによる再送信が義務付

けされるのは、現行の有線テレビジョン放送法にもあるように、受信障害地域に限ら

れるべきである（第13条第１項）。 

・ さらに、特に災害放送、地域情報、政見放送等については、民放事業者がその放送

対象地域の視聴者に向けて放送を行っていることを十分に尊重すべきである。前述し

たように、放送事業者が再送信に同意しない“正当な理由”として、「放送番組が放送

事業者の意図に反して、一部カットして放送される場合」「放送事業者の意図に反して、

番組が異時再送信される場合」があげられているが、これらに加え、「放送番組が放送

事業者の意図に反して、放送対象地域外で放送される場合」についても検討される必

要がある。 

 

４．協議による解決の重要性について 

・ 当連盟は区域外再送信自体を否定するものではなく、ケーブルテレビ事業者から放

送事業者に同意を求める申請があれば、地域の実態を踏まえて十分協議を行い、可能

な限り解決に努めるべきと考えている。また、日本ケーブルテレビ連盟との間で昨年

４月以来、意見交換を鋭意重ねているところである。これまでに各地で協議による区
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域外再送信が行われるに至った経緯は千差万別であり、関係者によるさまざまな努力

の成果であることに留意すべきである。その一方、放送事業者の同意を得ない違法再

送信がいまだに各地で横行しているが、この問題は早急に解決する必要があることを

付記する。 

・ 行政においては、ケーブルテレビ産業の現状、当該放送事業者および当連盟の意見

を十分に踏まえ、良識ある解決策を提示すべきであると考える。 

 

以 上 
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平 成 １ ９ 年 ６ 月 

（社）日本民間放送連盟 

 

総務省「2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」報告書案に対する意見 

 

 報告書案の第４章「2010年までの当面の課題と諸方策」で示された、ケーブルテレビ事

業者と民放事業者は「再送信の同意について誠意をもって十分に協議を行うことが重要で

ある」との認識は、全国の民放事業者も共有し、ケーブルテレビ事業者との協議を進めて

いるところである。報告書案に言及はないが、2011年の「完全デジタル化」を見据え、ケ

ーブルテレビと地上放送が調和ある発展を遂げるには、次の施策が不可欠であると考える。 

 

１．ケーブルテレビ再送信に関する「大臣裁定制度」の抜本的見直し 

・ 民放事業者は放送対象地域内のケーブルテレビ再送信（区域内再送信）には積極的に

同意しており、放送対象地域内における放送の普及に努めている。一方、放送対象地域

外でのケーブルテレビ再送信（区域外再送信）は地上放送の根幹である地域免許制度と

の調和が必要であり、これについても当事者間で十分協議して決めるべきものである。 

・ しかしながら、現行の有線テレビジョン放送法の「大臣裁定制度」は、区域外再送信

への同意を放送事業者に強いるものであり、制度としてのバランスを著しく欠いている。

このため、民放連はかねてから、地域免許制度と相容れない同制度の撤廃を求めてきた。 

・ 地上放送の難視聴対策として始まったケーブルテレビ事業は、広域事業化などの規制

緩和も手伝って、近年、その規模を急速に拡大させており、ケーブルテレビ産業の育成

策として導入された「大臣裁定制度」の立法事実は消滅している。放送事業者の著作権

等が尊重されるべきであることは言うまでもなく、また、光ファイバ網等を用いた遠隔

地への区域外再送信にさえも同意を強制されるおそれがあることなどにも鑑み、国は、

ケーブルテレビ再送信に関する「大臣裁定制度」の撤廃を含めた抜本的見直しを行うべ

きである。 

 

２．放送事業者の同意を得ない「違法再送信」の中止 

・ 有線テレビジョン放送法第13条第２項は「ケーブルテレビ事業者は、放送事業者の同

意を得なければ、その放送を再送信してはならない」旨を定め、著作権法第99条第１項

は「放送事業者は、その放送を受信してこれを再放送し、又は有線放送する権利を専有

する」と定めている。したがって、放送事業者の同意や許諾を得ずに無断で行われるケ

ーブルテレビ再送信は、これらの法律に明白に違反する「違法再送信」である。 

・ 平成19年３月８日の参議院予算委員会で「違法再送信」について質疑があり、総務大

臣は答弁の中で、全国に310チャンネルもの違法再送信が存在している実態を明らかに

した。これは、ケーブルテレビ事業者の企業としてのコンプライアンスや、放送事業者

の著作権等を侵害している点で重大な問題である。 

・ ケーブルテレビ事業の健全な発展のため、ケーブルテレビ事業者は、こうした違法再

送信を早急に中止すべきであり、そのために国は適切な措置を行うべきである。 
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２００７年８月１７日 

（社)日本民間放送連盟 
 

福岡県民放事業者に対するケーブルテレビ区域外再送信の 

「大臣裁定」についての会長コメント 

 

本日、福岡県民放事業者に対し、大分県のケーブルテレビ事業者への区域外再送信を

求める「総務大臣の裁定」が下されました。これに関する社団法人 日本民間放送連盟

〔民放連、会長＝広瀬道貞･テレビ朝日会長〕の会長コメントは次のとおりです。 

 

 本日８月１７日、“福岡県の民放テレビ事業者４社は、大分県のケーブルテレ

ビ事業者４社へのデジタルテレビ放送の区域外再送信に同意しなければならな

い”旨の「総務大臣の裁定」が下されました。 
 こうした「大臣裁定」制度は、地上放送の根幹である地域免許制度と相容れな

いものであり、民放連としてかねてからその撤廃を求めてきました。また、今回

の裁定申請については、５月９日、総務大臣宛に意見を提出・公表し、適切な行

政判断を求めました。それにもかかわらず、ケーブルテレビ産業の発展ぶりや裁

定制度と著作権法との不整合という現状を直視せず、“昭和６１年５基準”に基

づき、過去２回と同様の判断が行われたことにつきましては、極めて遺憾であり

ます。 
 なお、総務省「情報通信審議会」の「答申書」には、①有線テレビジョン放送

の実態等を踏まえ、制度のあり方について今後幅広く検証すべき、②著作権等の

処理の観点にも十分留意すべきといった記述が添えられましたが、これは現行制

度の問題点を同審議会が自ら認めたものといえます。 
 民放連は今後とも当該の放送事業者と連携しつつ、裁定制度そのものの撤廃を

含めた抜本的見直しを政府に求めてまいります。 

注）５月９日の民放連意見については、民放連ホームページ（http://www.nab.or.jp/）をご覧

ください。 

 この件に関する問い合わせ： 

民放連  デジタル推進部 ／竹内・渡辺 （電話：０３－５２１３－７７１７） 

報 道 資 料 



平成19年11月

　　　　　　ケーブルテレビ産業規模の推移

１．ケーブルテレビ（自主放送を行う許可施設）の加入世帯数・普及率の推移

年度
加入世帯数
（万世帯）

普及率
（％）

〔参　考〕

平成７年度 361 8.2 ケーブルテレビ 自主放送を行う施設　925施設 許可施設　704施設

８年度 496 11.1 （18年度末） （654事業者、2,063万世帯） （525事業者、2,061万世帯）

９年度 668 14.7 届出施設　221施設

10年度 789 17.0 （129事業者、３万世帯）

11年度 943 20.0
12年度 1044 21.8 再送信のみ行う施設　74,043施設 許可施設　1,131施設

13年度 1300 26.8 （42,122事業者、811万世帯） （509事業者、205万世帯）

14年度 1514 31.1 届出施設　37,469施設

15年度 1654 33.2 （18,379事業者、529万世帯）

16年度 1788 35.9 小規模施設　35,443施設

17年度 1913 38.0 　　　　 （23,234事業者、77万世帯）

18年度 2061 40.3
19年度 2110 41.3

（注）19年度は19年６月末時点のデータ

２．ケーブルテレビ事業の収支状況の推移

年度 営業収益 営業費用 営業利益
営利目的の
事業者数

６年度 984 1,107 -123 224
７年度 1,126 1,195 -69 230
８年度 1,410 1,538 -128 272
９年度 1,644 1,828 -184 296

10年度 1,931 2,052 -121 310
11年度 2,244 2,458 -214 311
12年度 2,463 2,593 -130 317
13年度 2,718 2,748 -30 314
14年度 3,076 2,956 120 314
15年度 3,330 3,057 272 312
16年度 3,533 3,244 288 310
17年度 3,850 3,467 383 311
18年度 4,050 3,762 288 311

※総務省／報道資料「ケーブルテレビの現状について」等から作成
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※２ 10年度以前のデータは都市型
      ケーブルテレビについてのもの。

【出典】
・総務省「２０１０年代のケーブルテレビ
  の在り方に関する研究会」第１回会合
　（2006.2.22）配付資料「ケーブルテレ
　ビの現状について」
 ・総務省/報道資料「ケーブルテレビの
　現状」（平成19年８月）
・総務省/報道資料「ケーブルテレビ加
　入世帯が670万世帯に」（平成10年９
　月22日）
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営利目的の事業者数

383

-123 -69 -128 -184 -121
-214

-130
-30 120 272 288

※対象は、自主放送を行う許可施設事業
   者のうちケーブルテレビ事業を主たる事
　 業とする営利法人（許可施設には、電気
   通信役務利用放送法の登録を受けた設
   備で有線テレビジョン放送法の許可施設
   と同等の放送方式のものを含む）。

【出典】
・総務省「２０１０年代のケーブルテレビ
  の在り方に関する研究会」第１回会合
　（2006.2.22）配付資料「ケーブルテレビ
　の現状について」
 ・総務省/報道資料「ケーブルテレビの
　現状」（平成19年８月）
・総務省/報道資料「ケーブルテレビ加
　入世帯が670万世帯に」（平成10年９
　月22日）

383 288
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